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平成２１年度地方における

環境調査研究機能強化調査業務について

環境省総合環境政策局総務課環境研究技術室

1. は じ め に

地域における環境問題の発生の防止および解決

のためには，地域全体として環境保全に向けた活

力の強化を図ることが必要である。また，地域の

活性化という側面からも，総合科学技術会議にお

いて「科学技術における地域活性化戦略」（平成２０

年５月）が策定され，地域主体の自立的発展を国

として後押しすべきこと等が意見具申されてい

る。

地域における環境研究・技術開発に取り組んで

いる地方試験研究機関（以下「地環研」という。）

の多くは，その地域の実情に即した得意分野と優

れた分析技術やノウハウを有しており，地域の環

境保全の確保と環境技術のイノベーション創出の

ためには，既存のインフラである地環研を有効活

用していくことが効果・効率的である。

こうした背景から，環境省においては，平成２１

年度に地方における環境調査研究機能強化調査業

務を�国際環境研究協会に請け負わせて調査を
行ったので，その結果について報告する。

2. 調査の概要

調査対象は全国環境研協議会（全環研）の会員で

ある地環研６６機関および山梨県環境科学研究所

を加えた６７機関とした。調査の方法は次のとお

り。
2.1 基 礎 調 査

各地環研が公開しているホームページ，全国環

境研会誌，既存の調査など，さらに必要に応じて

環境省が保有する資料を収集，整理，活用し，次

の６項目について調査した。

� 組織体制

� 予算

� 業務内容

� 研究等分野

� 他の機関との連携

� 成果の社会還元
2.2 動 向 調 査

業務内容に特色があると考えられる地環研の中

から，５機関を選定し，各所管行政部局も併せて

ヒアリング対象とするとともに，調査研究業務に

おいて地環研との連携を多く行っている	独国立環
境研究所（以下「国環研」という）も対象とし，次

の項目についてヒアリング調査を実施した。

①地環研の現状について

②政策への貢献について

③「低炭素」「循環型」「自然共生」の研究への

取組み

④他の研究機関との連携について

⑤地環研のあり方について

3. 地域における環境調査研究機能強化に向け

た提言
3.1 地環研の役割

地環研に共通する特徴は，公的機関としての高

い信頼性および分析技術を有する点，フィールド

（現場）を持ち，長期・継続的に蓄積した分析デー

タに基づく解析ができる点等である。

地環研は地方行政組織であり，その役割は地域

ごとの実情に併せて定められるべきものである

が，地環研が有する強み，これまで担ってきた役

割から，「地域住民の安全・安心を科学的側面か
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ら保障する機関」であることが，地域住民が地環

研に求める重要な役割の一つであると思われる。

そのためには，行政からの要望を受け，科学

的・技術的に支援するコンサルティング機能，環

境汚染等の危機管理体制を構築し，緊急事態に迅

速に対応できる機能，および地域の環境に関する

長期間蓄積したデータに基づく情報発信機能等が

求められる。また，高い科学性・専門性に根ざし，

行政への政策提言を行っていくことも期待され

る。

行政への科学的・技術的な支援については，公

害問題への対応に加え，環境問題への対応を強化

していくことが重要である。危機管理への対応に

ついては，近年においてもダイオキシン，アスベ

スト，光化学オキシダント，微小粒子状物質（PM

２．５）等の問題が大きく取り上げられ，住民を環境

汚染災害から守るためには，想定される環境汚染

の原因をできる限り排除し，未然に防止する努力

が必要である。また，地環研が有するさまざまな

データを積極的に発信することは，地域の環境へ

の関心を高め，政策の浸透に寄与すると考えられ

る。

このような取組みを基礎として，調査研究結果

を踏まえた中長期的な視点から，政策提言を行う

シンクタンク機能，地域産業振興のための環境技

術支援・技術開発，国際協力等の発展的な役割を

果たすことが期待される。
3.2 地環研の現状および課題と解決のための方策

上記のような役割が期待される一方，人員およ

び予算の縮小，取り組むべき課題，発信すべき情

報の変化に対する対応が求められているが，大部

分の地環研において，現状で以下のような課題が

ある。また，これらの課題は，地環研のみで対応

することが困難なものもあり，他の機関といかに

連携するかということも課題となる。

なお，具体的な取組事例は各地環研に配布した

報告書の中で紹介しているので参照されたい。

� 人員削減および異動による技術継承に関す

る課題

技術継承のためには早期に若手・中堅の人材を

投入し，現場感覚を養うことや，測定方法やサン

プリングなどのノウハウを身につけること，ま

た，研究者の意欲を高める工夫が必要と思われ

る。また，地環研が，行政のシンクタンク機能を

担うためには，調査研究水準の維持・向上が必要

であり，積極的な人材確保や，国環研等の他の研

究機関との人事交流の推進が求められる。

� 研究資金について

「行政を科学的・技術的に支援（政策提言）する

中核組織」として，シンクタンク機能を有するた

めには，モニタリングだけでなく，調査研究・技

術開発を実施することが必要であり，地環研から

の積極的な研究計画・研究課題の提案が求められ

る。

一方，実施のための研究資金については，行政

主導で独自財源を確保するほか，外部資金を獲得

する方法がある。外部資金の受入については，柔

軟に補正予算を組む，あるいは実績に基づき事前

に受入見積もり予算を計上する等の対応を行って

いるところがあった。また，現在，外部資金の受

入は行っていないが，農林・産業部門等の公設試

験研究機関（以下「公設試」という）で補正予算を

組んでおり，地環研としても今後，そのような体

制が取れるようにしたいとするところがあった。

このような体制を整備するとともに，外部資金獲

得に伴う契約事務を遂行できる人員の確保・育成

も重要となる。

� モニタリング業務のアウトソーシングに関

する課題

モニタリングのアウトソーシングが広範に行わ

れているが，精度管理や委託事業者の管理・指導

が困難な場合もあり，実際に問題が生じている事

例があること，アウトソーシングにより地環研の

強みである分析技術や現場感覚が損なわれること

が懸念される。また，蓄積されたデータを解析す

ることにより，研究開発につながることもある。

さらに，現場の状況を日常的に把握していれば，

規制値を超えたり，有害物が流出したりした場合

などの危機管理も迅速にできると考えられる。

以上から，地環研においてできる限り多くのモ

ニタリング業務を行うことは有効であると考えら

れ，アウトソーシングを行う場合においても，分

析技術が維持できる範囲で，地環研が通年で現場

を観測できる地点を残すこと，研究への発展性の

あるものは地環研で行う等の確保が必要である。

また，市区町村において困難な分析について，
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技術支援を積極的に行うことで，地環研の必要性

を向上させることも重要である。

� 研究課題の立案・選定について

地環研は，自治体の一行政機関として，自治体

のニーズに真摯に答えることが必要であり，行政

部局との密な情報交換が求められる。現状では，

環境分野ごとの担当者レベルでの日頃の情報交

換・会合を設けているところが多いが，環境研究

を促進するためには，行政部局内に，研究機関の

窓口となる部署を新設し，政策，研究計画，資金

の調達や配分，成果の活用，県民・市民への還元

等について連携を図る体制を構築することが行

政，地環研双方にとって有益であると考えられ

る。

その際には，他の公設試と同様の基準による評

価が適しない場合があることを考慮すること，環

境分野担当原課とのコミュニケーションを維持す

ることに注意する一方，研究計画の立案・研究課

題の選定においては，地環研が中長期的な視点か

ら積極的に提案し，行政をリードできるような体

制を築くことが望ましい。

また，国環研では，環境省が達成すべき業務運

営に関する目標（中期目標）と中期計画を定め，そ

れによって比較的長期的なスパンで政策直結型の

研究の実施は可能となっており，参考となる体制

の一つであると考えられる。

� 新しい環境課題への対応に関する課題

「低炭素」「循環型」「自然共生」社会の構築を

実現するには，各地域における取組みがきわめて

重要であり，行政がそうした取組みを先導・指導

することが重要である。

これらの取組を行う上で，まず組織編成により

実施しやすい体制を整備しているところもあり，

人材および予算の確保において有効であると考え

られる。

① 地球温暖化緩和策・適応策に関する研究

地球温暖化に関する研究については，「因果関

係が明確な影響が顕在化していない中，取組む根

拠が示しにくい」，「研究課題として設定すること

が困難」等の意見もあったが，地域レベルでの温

室効果ガス削減ロードマップおよび具体的な削減

策，地域に与える影響のシミュレーション（機構，

降水量，植生，農作物，高潮等），適応策の検討

等，地環研からの提案により優れた研究が実施さ

れている事例もある。また，国環研との連携によ

る全国規模の取組みにも期待される。

② 循環型社会に関する研究

廃棄物・リサイクルに関する研究については，

最終処分場の管理，処理技術の開発等を求められ

ている地環研がある。一方で，リサイクルについ

ては，産業部門が担うところもあるが，排出抑制

方策，リサイクルシステム，ライフサイクルにお

ける環境負荷の評価，認定基準の策定等で，地環

研の積極的な関与が求められる。また，リサイク

ル技術は開発だけでなく，製品化および市場への

認知等が必要であり，地元企業との連携も必要と

なる。また，地環研が中心となってリサイクル技

術を開発する事例もあり，技術シーズを活かした

技術開発の促進が望まれる。

③ 自然環境保全・再生に関する研究

絶滅危惧種の保全，移入種対策，生態系サービ

ス（干潟の浄化機能等）の可視化等，地域に根ざし

た課題はどの自治体にも存在している。こうした

地域の課題に取り組むのは，まさに地環研の果た

すべき役割であろう。

しかしながら，自然環境保全・再生に関する研

究については，課題が多くあることは認識されて

いるが，専門の研究者を有する地環研が少ないの

が現状であり，人材育成や新たな人材採用，他の

公設試と連携しながら，地域固有の課題を見つ

け，取り組むことが求められる。

� 情報発信について

地環研が成果を地域に還元し，その取組みが広

く住民に理解されるようにすることが重要であ

り，より多くの人に目に触れる手段を講じる必要

がある。環境教育は現状においても好評であると

する地環研が多く，地環研の有する科学的知見を

活かした内容を提案し，また NPO等と連携して，

実施の核となる人材育成に取り組む等，効率的か

つ効果的に実施する等の取組みが求められる。

ヒアリングでは，住民の関心の高い健康問題に

ついて，公開シンポジウム等を実施することが有

効ではないかとする指摘があった。健康問題につ

いては住民の不安を煽るような情報が流布される

ことがあり，地環研が保有するデータに基づく解

釈を住民に解説することにより，地環研の活動が
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安全・安心につながっていることが理解されるの

ではないかと思われる。

また，地環研の測定データは地域環境を把握す

るために貴重なデータであり，これを積極的に他

研究機関と共有することにより，連携が広がるこ

とが期待される。

さらに，研究成果の発信においては，機関紙や

ウェブサイトだけでなく，マスメディア等を活用

した発信が有効である。

3.3 課題解決における連携の効果

今回の調査において，広域な環境問題の対応，

人材や機器の保管のため，複数地環研同士，他の

公設試または産学官における連携が有効だったと

する事例があげられた。こうした連携の副次的効

果として，研究者ネットワークの形成，研究意欲

の向上等も重要だとの指摘もあった。

� 複数の地環研同士による広域連携

広域での環境影響については，これまでも地環

研間で同時観測や共同研究等の連携が行われてお

り，今後，越境大気汚染や流域での水質汚濁等に

対応するため，このような研究の促進が求められ

る。

一方で，地環研の業務を効率化し，モニタリン

グ業務とともに調査研究，技術開発を遂行するた

めには，ある圏域での地環研間の業務分担が有効

であると思われる。しかし，共同研究でのデータ

提供・利用は行われているが，地環研の業務の分

担は，行政区分上の困難から，現状では行われて

いない。しかし，保健部門では地域協定を結ぶこ

とにより自治体各機関の協力関係が構築されてい

る事例があり，環境分野においても，検討の余地

がある。また，将来的には道州制の導入も考えら

れることから，中長期的には，広域的な業務連携

も検討すべきとする指摘があった。

他の地環研との連携の際には，「○○の分野に

は強い」「○○の研究なら他の追随を許さない」と

いった，特色を打ち出すことが重要であると考え

られる。

� 国環研，地元大学，公設試等他の機関との

連携

国環研を核とした連携は，地環研にとって他の

研究者との人的ネットワークの構築，研究に対す

るモチベーション向上につながっていることか

ら，引き続き促進されるべきである。また，多く

の地環研が参画するタイプの国環研との共同研究

は，一部の地環研と国環研との共同研究から発展

して，全国的に波及した課題もあり，地環研から

テーマを積極的に提案することが望まれる。さら

に，研究・業務の連携のみならず，国の研究機関

（研究独法を含む），地元大学等との人材交流を促

進することで，研究水準の維持・向上，活性化に

寄与すると考えられる。

また，技術開発においては，製品化まで視野に

入れた取組みとなることがあり，他の機関との連

携により効率的かつ効果的に実施することが可能

となると考えられる。その際には，他の機関に優

越する特色を示すことができるよう，強みを活か

した役割に特化することが求められる。

加えて，国際協力は，地環研が有する技術力，

知見を活用し，これまでも多くなされてきたとこ

ろである。専門家派遣，研修生受入等を行うこと

で，地環研の研究員の技術力の維持・向上を図る

と同時に，産学官連携による国際協力を行うこと

で，地域産業振興に資する可能性もある。

4. 今後の課題

今回の調査では，これまでの既存の調査結果の

分析および数カ所の地環研および地環研を所管す

る行政部局，他の研究機関に対するヒアリング調

査を実施し，地域における環境調査研究機能強化

を検討する上での地環研の果たすべき役割を検討

した。

地環研がこれまで，地域の環境問題解決に果た

してきた役割は大きく，また今後もその機能強化

が求められるところであるが，その方向性につい

ては，各地域の実情を踏まえ，引き続き検討する

ことが必要であり，また，国においても引き続き，

競争的資金等行政と地環研が連携し，調査研究の

実施に係る支援が求められる。

【K：】Server／全国環境研会誌／全国環境研会誌・第１１５号／＜環境ニュース＞ ２ 校
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